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●
総
額

　

平
成　

年
度
の
一
般
会
計
予
算

21

総
額
は
、　

億
５
９
０
０
万
円
と
、

42

前
年
度
に
比
べ
５
億
３
０
０
万
円

（　

・
４
％
）の
増
と
な
り
ま
し
た
。

13
　

こ
れ
は
、
運
動
公
園
改
修
事
業

（
事
業
費
４
億
１
１
７
０
万
円
）や

町
有
林
基
幹
作
業
道
開
設
事
業

（
同
６
４
４
０
万
円
）な
ど
普
通
建

設
事
業
費
の
増
加
が
主
な
要
因
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
の
歳
入
・
歳
出
の
特

徴
は
次
の
と
お
り
で
す
。

●
歳
入

　

歳
入
の
う
ち
町
税
は
、
固
定
資

産
の
評
価
替
え
な
ど
に
よ
り
前
年

度
比
１
２
９
５
万
円
（
２
・
９
％
）

の
減
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
地
方
交
付
税
は
、
前
年
並

み
の　

億
８
５
０
０
万
円
を
計
上

18

し
、
全
体
の　

・
２
％
を
占
め
て

44

い
ま
す
。

　

こ
の
地
方
交
付
税
の
ほ
か
国
・

県
補
助
金
や
町
債（
借
金
）な
ど
の

依
存
財
源
は
、
運
動
公
園
改
修
事

業
に
係
る
町
債
の
増
加
に
よ
り
、

前
年
度
に
比
べ
０
・
７
ポ
イ
ン
ト

増
加
の　

・
９
％
と
、
全
体
の
約

74

４
分
の
３
を
占
め
て
い
ま
す
。

●
歳
出（
性
質
別
）

　

歳
出
を
性
質
別
で
み
る
と
、
義

務
的
経
費
の
う
ち
公
債
費
は
町
債

の
返
済
金
が
減
少
し
た
た
め
前
年
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��
依
存
財

源

自
主

財
源

地方交付税
18億8,500万円
(44.2)

町債
6億8,210万円
(16.0)

国庫支出金
2億1,255万円
(5.0)

県支出金
2億9,350万円
(6.9)

地方譲与税など
1億1,770万円
(2.8)

��
�億�����万円
������

繰入金
2億9,817万円
(7.0)

財産収入
1億1,364万円
(2.7)

�����

固定資産税
2億3,483万円
(54.4)

町民税
1億4,952万円
(34.7)

町たばこ税
3,293万円
(7.6)

軽自動車税
1,241万円
(2.9)

鉱産税
159万円
(0.4)
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諸収入など
2億2,506万円
(5.3)
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度
比
１
５
２
７
万
円（
２
・
４
％
）

の
減
と
な
り
ま
す
。
同
じ
く
扶
助

費
は
中
学
生
ま
で
の
医
療
費
の
無

料
化
や
父
子
家
庭
に
対
す
る
支
援

費
の
経
費
の
計
上
、
障
が
い
者
自

立
支
援
給
付
費
の
増
な
ど
に
よ
り

１
９
０
８
万
円
（
７
・
７
％
）
の

増
と
な
り
ま
す
。
義
務
的
経
費
全

体
で
は
、
前
年
度
に
比
べ
１
０
３

万
円
（
０
・
１
％
）
の
増
と
な
り

ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
物
件
費
は
衆
議
院
議

員
選
挙
、町
長
選
挙
に
係
る
経
費

や
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
施
設
点

検
料
を
計
上
し
た
こ
と
な
ど
か
ら

２
７
０
０
万
円（
６
・
２
％
）、繰
出

金
は
各
種
団
体
活
動
円
滑
化
資
金

貸
付
基
金
の
創
設
や
国
保
会
計
へ

の
繰
出
金
の
増
加
な
ど
に
よ
り
２

２
０
９
万
円（
６
・
４
％
）の
そ
れ

ぞ
れ
増
と
な
り
ま
す
。
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人件費
8億9,175万円
(20.9)

公債費
6億2,821万円
(14.8)

補助費等
5億9,685万円
(14.0)

普通建設事業費
9億8,999万円
(23.2)

物件費
4億5,897万円
(10.8)

繰出金
3億6,891万円
(8.7)

扶助費
2億6,569万円
(6.2)

その他
5,863万円
(1.4)

※（　）は構成比（％）
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